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■ 会社データ
商　　　　号 株式会社ヒマラヤ
 （HIMARAYA Co.,Ltd.)
代　表　者 代表取締役社長兼CEO　小田　学
証 券コード ７５１４
 （東京証券取引所スタンダード市場および
 名古屋証券取引所プレミア市場上場）
本店所在地 〒５００-８６３０
 岐阜県岐阜市江添１丁目１番１号
 TEL ０５８-２７１-６６２２（代表）
ホームページ https://www.hmry.jp/
設　　     立 １９９１年
資　本　金 ２,５４４百万円
従 業  員  数 742人（単体）

取　締　役 （2023年11月29日現在）
代表取締役社長兼CEO 小田　学
取締役管理本部長兼CFO 三井　宣明
取締役 後藤　達也
取締役 小森　一輝
取締役 今井　美香（社外)
取締役(常勤監査等委員) 川村　祥之
取締役(監査等委員) 都筑　直隆（社外)
取締役(監査等委員) 鈴木　友美（社外)

■ 株主メモ
株 式 の 状 況 発行可能株式総数 ４０,０００,０００株
 発行済株式総数　　 １２,３２０,７８７株
 株主数（２０２3年8月31日現在）    １4,835名
 単元株式数   　　　　１００株
事  業  年  度 毎年９月１日から翌年８月３１日まで
定時株主総会 毎年１１月開催
基 　 準 　 日 定時株主総会 毎年８月３１日
 期末配当金 毎年８月３１日
 中間配当金 毎年２月 末日
 そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日
公 告の方 法 公告の方法は電子公告であります。ただし、やむを得ない
 事由により電子公告をすることができない場合は日本
 経済新聞に掲載いたします。
 （ホームページアドレス　https://www.hmry.jp/)

株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関
 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　
 三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人 愛知県名古屋市中区栄三丁目１５番３３号
事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵便物送付先 〒１６８-００６３ 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電 話 照 会 先 ０１２０-７８２-０３１（フリーダイヤル）
インターネット  https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/ホームページURL

■ グループ企業の状況
会社名  コアブレイン株式会社
資本金  １００百万円
当社の議決権比率 １００％
主要な事業内容 フルフィルメント事業

【特別口座について】
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用され
ていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託
銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。特別
口座についてのご照会は、上記の電話照会先にお願いいたします。

【株式に関する住所変更等のお届出および照会について】
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出
および照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社
に口座を開設されていない株主様は、上記の電話照会先にご連絡く
ださい。

ユニバーサルデザイン（UD）の考えに基づいた
見やすいデザインの文字を採用しています。

ひだ白川郷 合掌造り集落(岐阜県大野郡白川村)
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１｜当期の日本経済の
      動きについて

２｜出退店の状況について

３｜当期の業績について

４｜次期の見通しについて平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社グループ2023年8月期(当社第48期2022年9月1日～2023年8月31日)の決算を行いましたので、ここにご報告させていただきます。

　当連結会計年度（2022年９月１日～
2023年８月31日）における我が国の経済
は、行動制限や海外渡航制限の緩和が進ん
だことにより、社会活動に改善が見られまし
た。一方、不安定な海外情勢の継続、世界的
な金融引き締めに伴う為替の変動などによ
り、物品・サービスの値上げの傾向が顕著と
なり、今後の国内経済の先行きは依然として
不透明な状況にあります。
　当社グループが属しておりますスポーツ
用品販売業界におきましては、さまざまな
制限を受けていたスポーツ活動が正常化し
ております。天候面におきましては、冬場の
気温の変動幅が大きく、春先以降の気温上
昇が急激であったものの、記録的な猛暑を
記録した夏場にかけてはアパレル系商品や
スイムウエアへの需要の追い風となる面も
ありました。
　このような状況のもと、当社グループで

は、新規出店、主力の既存店舗のリニューア
ルなど、中長期的な視点に立ったリアル店舗
の販売基盤の強化に取り組んでまいりまし
た。本社所在地の岐阜市江添は、国内最大
級の規模の体験型スポーツショップエリアと
なり、また、西日本エリアにおける旗艦店の
八幡西店（福岡県北九州市）においても、全
面リニューアルやゴルフ専門店の出店を実施
し、既存の収益基盤のさらなる強化に努めて
まいりました。また、中期経営計画上の出店
戦略についても、計画通りとなる６店舗を出
店いたしました。
　デジタル領域強化やＥＣ事業拡大のため
の施策につきましても、ヒマラヤアプリと自
社ポイントサービス「ヒマラヤポイント」のリ
リースをはじめとして、優先順位を高めて注
力しております。
　売上高は改装店、新店ともに順調な滑り
出しとなり、既存店も堅調に推移し、ＥＣ事業
においても、販売力強化に努めたことによ
り、前期を上回る結果となりました。

　出退店の状況については６店舗を出店し
４店舗を退店いたしました。2023年８月末
時点で当社グループの店舗数は全国で97
店舗、売場面積は214,304㎡、前期比で店
舗数は２店舗増、売場面積は7,345㎡増と
なりました。

　商品別の売上動向としては、一般スポーツ
用品は、部活動をはじめとするさまざまなス
ポーツ活動の正常化による市場回復が進ん
だこと、スキー・スノーボード用品は降雪に恵
まれたシーズンとなったことから好調な推移
となりました。ゴルフ用品、アウトドアのキャン
プ用品は、コロナ影響下の需要の一巡により
減少したものの、アウトドアアパレルやトレッ
キング需要については、夏場の猛暑の影響も
あり、引き続き好調に推移いたしました。
　売上総利益率は、冬場の気温動向の影響

を受けたアパレルの販売や、アウトドアカテゴ
リーにおけるキャンプ商材のマーケット環境
の変化に即応し、同カテゴリーの在庫正常化
を最優先課題として対応したことにより、大
幅に低下（前期比△1.9ポイント）した結果、
営業利益の主たる減少要因となりました。
　販売費及び一般管理費については、新規
出店、既存店舗の大規模リニューアルに関連
する費用負担に加えて、リアル店舗の光熱費
をはじめとするコスト上昇の影響を受けなが
らも、経費の削減活動に努めてまいりました。
　以上の結果、当連結会計年度における連結
業績は売上高60,156百万円（前期比2.1％
増）、営業利益968百万円（前期比52.5％
減）、経常利益1,125百万円（前期比52.4％
減）、親会社株主に帰属する当期純利益589
百万円（前期比58.9％減）となりました。

　国内経済は新型コロナウイルス感染症の
影響の低減により、経済社会活動の正常化
が進み、景気の持ち直しが進んでいるもの
の、円安や原材料価格の高騰を背景にした
企業物価、消費者物価上昇により、先行きは
不透明な状況にあります。また、従来からの
少子高齢化による国内のオーバーストア化・
ＤＸ化などの技術革新によるお客さまの購
買行動の変化も重要な課題であります。
　これらの対処すべき課題に対して、当社グ
ループでは、2024年８月期を初年度とする
新中期経営計画を策定し、以下の取り組み
を行ってまいります。

 ①本質的な競争力の強化
　新中期経営計画の重点戦略目標として、ユ
ニファイドコマースによる既存店の収益力向
上とＥＣ事業拡大の加速を通じて、目標利益
の達成を目指すとともに、持続的な成長に向
けて出店力の強化を図ってまいります。また、
中長期的な成長余地の拡大に向けて、独自
商品の開発力強化と新業態の開発を通じた
新事業領域の開拓を推し進めてまいります。

 ②店舗販売力の強化
　リアル店舗の強化に向けた店舗運営戦略
（※ユニファイドコマース）においては、当社の
強みであるヒマラヤの人材と、お客さまを起点
としたデジタルとの融合により、高付加価値な
お買い物体験の提供と店舗収益の強化を
図ってまいります。店舗及びオンラインを通じ
て、顧客一人ひとりにあった価値ある購入体
験を提供することを目指すとともに、店舗のス
リム化及び効率化を通じた店舗運営における
生産性の改善により収益性の向上を図りなが
ら、新規事業などの重点分野への人材投資、
システム改修への投資を行ってまいります。

 ③商品力の強化
　担当者の専門性を高め、仕入先企業との
密なコミュニケーションを通して、市場のトレ
ンド変化に適時適切に対応し、お客さま起点
の最適な商品構成を目指します。
　ＰＢ（プライベートブランド）については、専
任部署の設置と生産管理体制の強化を行
い、ブランド価値を高めながら規模の拡大を
図ってまいります。
　加えて、粗利率の改善に向けた在庫管理
の強化に努めてまいります。

 ④ＥＣ販売力の強化
　ＥＣ事業の規模拡大と収益性の向上の両
立に向けて、店舗・ＥＣのシームレス化の促進
と自社アプリと連動した体験サービスの向
上に取り組むとともに、ＥＣ売上300億円の
体制構築に向けて、ＥＣ専売品の拡充及び
新規カテゴリーの開拓、新ＥＣ専用物流セン
ターによる運用体制への早期の移行を目指
しております。

 ⑤人材の強化
　当社では、全従業員の活躍の実現と多様性
の尊重を目指した人事戦略（HIMARAYA3.0）
に基づき、人材の育成、多様な人材の確保、
組織を支える施策の３つの視点を中心に取

り組みを行っております。
　全ての従業員をスキルとマインドの両面か
ら公正に評価し、各人の能力発揮の機会の
提供と、教育・研修制度の充実によって人の
育成を図ることを基本方針として取り組むと
ともに、東京事務所体制を軸に多様な高度
専門人材の確保と育成に努めております。
　さらに、これらを支える制度・インフラの整
備、およびキャリアパスの多様化への対応に
努めるとともに、さまざまな視点での多様性
の実現に向けた各人の個性を尊重した社風
の醸成に取り組んでまいります。

 ⑥新規事業の開発及び収益化
　当社グループでは、スポーツ領域、ライフ
スタイル領域、健康領域の３領域において、
お客さま、当社スタッフをはじめとするすべて
の人々のウェルビーイングに向けた事業活
動を行っていくことを目指しております。現状
のスポーツ用品事業を含むスポーツ領域、ラ
イフスタイル領域、健康領域への積極的な投
資を行い、新たな成長シナリオの構築に努め
てまいります。

 ⑦気候変動問題に対する取り組み
　 （カーボンニュートラル宣言）
　当社グループは、全世界で加速する温室
効果ガス削減などの社会課題解決に向け、
以下のとおりカーボンニュートラルを目指した
取り組みを実施して、自社グループの温室効
果ガス排出量を、2050年までにネットゼロに
することを宣言し、事業活動を通じて温室効
果ガスの削減活動に取り組んでまいります。

 ⑧目標とする経営指標
　当社グループは、中期経営計画期間の最
終年度である2026年８月期の連結業績目
標を売上高690.7億円、経常利益30億円、
当期純利益18.2億円、ＲＯＥ9.4％と定めて
おります。
　また、翌連結会計年度の目標値として、売上
高611.4億円、経常利益14億円、当期純利
益7.8億円、ＲＯＥ4.6％を見込んでおります。

※ユニファイドコマース：顧客のさまざまな情報を統合
　し、顧客に対してパーソナライズされたサービスや体
　験を提供する取り組み
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親会社株主に帰属する当期純利益
または当期純損失（△）経常利益または経常損失（△）

売上高 営業利益または営業損失（△）
単位：店舗

■ 店舗数の推移
  97店舗

信越・北陸エリア
５店舗

関西エリア
13店舗

九州・沖縄エリア
22店舗

関東エリア
１1店舗

東海エリア
２2店舗中国・四国エリア

２4店舗

最新の店舗網は
当社ホームページをご覧ください。

■ 新規出店案内
イオンタウン松原店

2023年9月21日(木) グランドOPEN
大阪府内5店舗目、松原市には初出店となります。約2,480㎡の広い売場に、キャンプとトレッキング用品を中心として冬
にはウインタースポーツも取り扱うアウトドアコーナーと、チームスポーツ、ラケットスポーツ、ランニング、フィットネスなどス
ポーツ全般を取り扱うスポーツコーナーを展開しております。部活生や社会人アスリートから、ジュニア、ファミリー、シニア
層まで、さまざまなお客様に満足いただけるブランドやアイテムをご用意いたしました。
また、ランニングシューズ・テニス・サッカー・野球・バスケットボール・バレーボールなどを中心に、販売はもちろんのこと、修
理・加工・各種ユニフォームのオーダーなどにも対応し、皆様に愛される地域一番店を目指します。スタッフ一同、ご来店を
心よりお待ちしております。

〒580-0015 大阪府松原市新堂4-1154 イオンタウン松原2階　TEL:072-337-5610
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ピッチング（球速）とスイングスピードの数値を可視化し、合計数で競うイベントと
して、全国57店舗で開催いたしました。定期開催により、選手の成長を数値で確
認できるイベントとして保護者の皆さんからも高い評価をいただいております。
今大会からソフトバンクジュニア1次選考会を兼ねて実施することで、参加者数も
17,323名の参加者にご来店いただき、過去最高のイベントとして盛り上がるイベ
ントとなりました。また6年生イベント上位者はソフトバンクジュニア最終選考会を
勝ち抜き代表に選抜されました。
これからもイベントを通じて、野球の楽しさ・感動を伝えられる活動を継続してまい
ります。

第9回ピッチング＆スイングコンテスト

提携する「ぎふ瑞穂スポーツガーデン」と「朝日大学」が毎年子ども対象に開催する
スポーツフェスティバルに当社も「子ども体力測定イベント」で参加しました。
子どもたちの体を動かす機会が減少していると言われる中、体を動かすことの楽し
さや大切さに触れる機会を増やすことは、我々に課せられた大切な使命であると
考えています。
子どもたちは一生懸命走ったり、ボールを投げたり、鉄棒にぶら下がったりして体を
動かしました。子どもたちの笑顔はやがて保護者や運営するスタッフにも波及し、
気持ちが爽やかになるイベントになりました。
これからもヒマラヤは、子どもたちの夢、夢をかなえるための挑戦、そしてその先に
ある笑顔を応援し続けます。

子ども体力測定 ㏌ 第13回スポーツフェスティバル 2023年7月8日　会場：朝日大学

2023年7月8日　会場：ヒマラヤ本社及び本館

エルエルタウン岡崎店

HIMARAYA OUTDOOR GIFU

本館、スポーツ八幡西店、コムボックス大分店ほか

元中日ドラゴンズでご活躍された井端弘和氏をお招きし、同じく中日ドラゴンズ
OBでヒマラヤ野球アドバイザリーの山北茂利とトークショーを開催しました。
現役時代の面白い話や現状の野球界のことなど参加者にとって興味深いお話を
聞くことができました。
またトークショーの後は小学生の野球を頑張っている子どもたちに、野球のレッス
ンをしていただきました。特に現役時代、数々の芸術的な守備でファンを唸らせた
井端氏による守備指導を、参加者だけでなく周りで見ていた来場者も真剣に見て
いました。
これからも世界一のスポーツの伝道者として、スポーツの楽しさと夢と感動を伝え
られるイベントを継続してまいります。

元中日ドラゴンズ 井端弘和氏トークショー＆井端塾

『体験』をテーマに屋外に芝生エリアを併設した大型アウトドア専門店である
HIMARAYA OUTDOOR GIFUでは、アウトドアやキャンプとの親和性が高い
「木」をメインで使うことをコンセプトに、売場装飾を行いました。目で見て、臭い
で、触れてみて、木の魅力、木の温もりを十分に感じることができる売場になってい
ます。また、木材は【ぎふ証明材】の認定を受けた岐阜県産の間伐材を使用してお
り、地域貢献の一助となる活動も行っています。

①Recycle～リサイクルへの取り組み　

2023年度新規出店の『ヒマラヤエルエルタウン岡崎店』では、リサイクル活動の取
り組みとして、店舗で使用しているマネキンの100％をリユースマネキンを採用して
います。ヒマラヤ各店で古くて不要になったり、破損して使えなくなったマネキンを
回収。提携の修理工場で補修修理、再塗装をして活用。この取り組みでは資材の
廃棄ロスを減らし、リユースできる循環サイクルを確立するとともに、将来的にはヒ
マラヤ全店に波及できるような取り組みにつなげていきます。

②Reuse～リユースへの取り組み

2022年11月に改装した『本館』『スポーツ八幡西店』、2023年4月に新規出店し
た『コムボックス大分店』『ゴルフ福岡粕屋店』『エルエルタウン岡崎店』においては、
環境配慮型の省メンテナンスの床材を使用しています。床材メーカーが認定をした
長寿命、省メンテナンスの床材を使用することで環境不可を低減することにつなげ
る取り組みを行っています。また、新規出店において照明計画を策定することで、消
費電力および年間のCO₂排出量を10～20％削減する取り組みを行い、環境配慮
型の出店を行っております。

③Reduce～リデュースへの取り組み　

 事業レポート    2023年3月1日～2023年8月31日
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［証券コード 7514］

■ 会社データ
商　　　　号 株式会社ヒマラヤ
 （HIMARAYA Co.,Ltd.)
代　表　者 代表取締役社長兼CEO　小田　学
証 券コード ７５１４
 （東京証券取引所スタンダード市場および
 名古屋証券取引所プレミア市場上場）
本店所在地 〒５００-８６３０
 岐阜県岐阜市江添１丁目１番１号
 TEL ０５８-２７１-６６２２（代表）
ホームページ https://www.hmry.jp/
設　　     立 １９９１年
資　本　金 ２,５４４百万円
従 業  員  数 742人（単体）

取　締　役 （2023年11月29日現在）
代表取締役社長兼CEO 小田　学
取締役管理本部長兼CFO 三井　宣明
取締役 後藤　達也
取締役 小森　一輝
取締役 今井　美香（社外)
取締役(常勤監査等委員) 川村　祥之
取締役(監査等委員) 都筑　直隆（社外)
取締役(監査等委員) 鈴木　友美（社外)

■ 株主メモ
株 式 の 状 況 発行可能株式総数 ４０,０００,０００株
 発行済株式総数　　 １２,３２０,７８７株
 株主数（２０２3年8月31日現在）    １4,835名
 単元株式数   　　　　１００株
事  業  年  度 毎年９月１日から翌年８月３１日まで
定時株主総会 毎年１１月開催
基 　 準 　 日 定時株主総会 毎年８月３１日
 期末配当金 毎年８月３１日
 中間配当金 毎年２月 末日
 そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日
公 告の方 法 公告の方法は電子公告であります。ただし、やむを得ない
 事由により電子公告をすることができない場合は日本
 経済新聞に掲載いたします。
 （ホームページアドレス　https://www.hmry.jp/)

株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関
 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　
 三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人 愛知県名古屋市中区栄三丁目１５番３３号
事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵便物送付先 〒１６８-００６３ 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電 話 照 会 先 ０１２０-７８２-０３１（フリーダイヤル）
インターネット  https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/ホームページURL

■ グループ企業の状況
会社名  コアブレイン株式会社
資本金  １００百万円
当社の議決権比率 １００％
主要な事業内容 フルフィルメント事業

【特別口座について】
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用され
ていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託
銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。特別
口座についてのご照会は、上記の電話照会先にお願いいたします。

【株式に関する住所変更等のお届出および照会について】
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出
および照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社
に口座を開設されていない株主様は、上記の電話照会先にご連絡く
ださい。

ユニバーサルデザイン（UD）の考えに基づいた
見やすいデザインの文字を採用しています。
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